












Anxieties and Difficulties of Low-Income Senior Citizens  
Living in South Korean Metropolises: 




































































第 1 節 研究の背景 
第 2 節 研究の目的と方法 
 第 1 項 研究の目的 
 第 2 項 研究の方法 
第 3 節 先行研究 
 第 1 項 不安定就業者の概念と範囲について  
 第 2 項 居住の不安定性について 
 第 3 項 高齢者の貧困・低所得高齢者の生活史研究について 
 第 4 項 韓国における高齢者の生活実態研究について 
第 4 節 本論文の構成 
第 1章 現低所得高齢者世代の生活困難の歴史的背景(1) 
―産業化以前の農民・労働者の生活状態と社会政策の展開 
第 1 節 問題の提起  
第 2 節 生育環境としての植民地期状況と不安定就労・居住の不安定性 
 第 1 項 植民地期における農村生活の破綻と農民の移動、都市貧困層の形成 
 第 2 項 植民地期における労働者の生活状況と不安定就労 
 第 3 項 工場労働者を除く不安定就労者の労働状況 
 第 4 項 植民地における都市貧困層の居住環境と居住の不安定性 
 第 5 項 植民地期の教育環境と朝鮮人の教育水準 
第 3 節 1945 年から 1961 年の政治混乱期における不安定就労と居住不安定の実態 
 第 1 項 1945 年から 1961 年までの社会経済状況と農民・労働者の生活実態 
 第 2 項 政治混乱期における都市貧困層の居住の不安定性 
 第 3 項 諸政策の展開 
4 
 
第 4 節 まとめ 
第 2章 現低所得高齢者世代の生活困難の歴史的背景(2) 
―産業化時期からの不安定就労と居住不安定の実態 
第 1 節 問題の提起 
第 2 節 軍事政権期における不安定就労と居住不安定の実態 
 第 1 項 朴正煕軍事政権における農民の都市流入と都市貧困層の生活実態 
 第 2 項 軍事政権期における労働者の実態 
 第 3 項 軍事政権期における居住不安定の実態 
 第 4 項 軍事政権期の諸政策の展開 
第 3 節 1987 年以降の労働者状況 
 第 1 項 1987 年から IMF 経済危機以前までの労働者の状況 
 第 2 項 IMF 経済危機と労働者の状況 
第 4 節 不安定就労者の労働生活と生活実態の変貌 
 第 1 項 日雇労働者と街道労働者、人力市場 
 第 2 項 行商と露天商 
第 3 項 家政婦と派出婦（家事使用人） 
第 4 項 小規模サービス業従事者、特に飲食店労働者と関連して 
第 5 節 1987 年以降の低所得者住宅政策と居住の不安定性 
 第 1 項 低所得層賃貸政策と永久賃貸住宅 
 第 2 項 借家慣行の変貌と低所得層の住居環境の悪化 
第 6 節 1987 年以降の諸政策の展開とその特徴 
 第 1 項 1987 年から現在までの社会保障政策の展開 
 第 2 項 1987 年から現在までの高齢者関連政策の展開 
第 7 節 まとめ 
第 3章 低所得高齢者生活実態調査からみる生活困難と生活不安 
第 1 節 問題の提起 
第 2 節 調査の目的・調査地域・調査方法・倫理的配慮 
 第 1 項 調査の目的と研究の視点 
 第 2 項 調査地域と調査対象者・調査実施期間・調査場所と調査員 
 第 3 項 調査方法・調査事項・調査項目の開発 
 第 4 項 倫理的配慮 
第 3 節 回答者の基本属性・生活環境 
 第 1 項 回答者の基本属性と親族関係  
 第 2 項 健康状態と医療保障の利用の現状 
 第 3 項 介護サービスの利用と独居高齢者支援事業の現状 
 第 4 項 食生活の現状と支援 
5 
 
第 4 節 低所得高齢者の労働問題の現状 
 第 1 項 勤労活動の経歴と現在の仕事 
 第 2 項 高齢者就労支援事業 
 第 3 項 古紙収集の現状 
 第 4 項 調査結果の考察―低所得高齢者の不安定就労の現状と生活困難 
第 5 節 低所得高齢者の居住問題の現状 
 第 1 項 居住状況に関する調査結果 
 第 2 項 住居環境に関する調査結果  
 第 3 項 調査結果の考察―劣悪な住居環境と居住不安定の問題 
第 6 節 低所得高齢者の生活状態 
 第 1 項 生活状況  
 第 2 項 福祉サービスの利用の調査結果  
 第 3 項 生活状況の調査結果からみる生活困難と生活不安  
第 7 節 まとめ 
第 4章 低所得高齢者の生活史調査からみる不安定就労と居住の不安定性 
第 1 節 問題の提起  
第 2 節 調査目的・調査方法・倫理的配慮・基本属性と生活歴の概要 
 第 1 項 調査の目的と研究の視点 
 第 2 項 調査方法 
 第 3 項 倫理的配慮 
 第 4 項 生活歴調査対象者の属性と生活歴の概要・特徴 
第 3 節 生活歴調査対象者の生育環境と歴史的背景  
―後期高齢者世代の不安定就労と生活困難の背景 
 第 1 項 植民地期朝鮮農村の実態と子ども期の生活困難 
 第 2 項 後期高齢者世代における低学歴問題と就労機会の排除 
 第 3 項 朝鮮戦争による家族解体と生活困難 
第 4 節 生活史からみる不安定就労の考察 
 第 1 項 生活史調査結果からみる不安定就労の特徴とその様態 
 第 2 項 職業からみる不安定就労の実状  
第 5 節 生活史からみる居住不安定の実態と住居環境悪化の現状  
 第 1 項 調査対象者における不安定居住の特徴 
 第 2 項 調査対象者の住居状況と最低住居基準との関係 
 第 3 項 住居環境の悪化と生活困難 
第 6 節 まとめ 
終章  
第 1 節 低所得高齢者の不安定就労と居住の不安定性の歴史的背景  
6 
 
第 2 節 低所得高齢者の生活実態調査と生活史調査でみえてきたもの 
 第 1 項 不安定就労と居住の不安定性の実際と両要素の関連性 
 第 2 項 社会経済変動と低所得高齢者の生活経験との関係 
 第 3 項 現在の生活困難と生活不安 
第 3 節 低所得高齢者の安定した生活を支えるための提言 



























































































第 1節 問題の提起 















                                                   
1 韓国銀行経済統計システム「国民計定」ホームページ http://ecos.bok.or.kr/flex/EasySearch.jsp 







部と農村部の人口構成比は、1955 年の都市部 24.53％：農村部 75.47％から、1985 年には





























第 3節 1987年以降の労働者状況 
・1987年から IMF経済危機以前までの労働者の状況：「労働者大闘争」以降の労働者の状況
                                                   














2014年の正規労働者の社会保険加入率は国民年金 82.1%、健康保険 84.1%、雇用保険 82.0%、 
非正規労働者は、国民年金 38.4%、健康保険 44.7%、雇用保険 43.8%で、正規労働者の半分
程度という低い水準である5。 
 







































第 7節 まとめ 







第 3章 低所得高齢者生活実態調査からみる生活困難と生活不安 
 










などの支援を受けている 65歳以上の高齢者 216人であった。 









第 3節 回答者の基本属性・生活環境 
・回答者の基本属性：他の高齢者関連調査より離婚した人が多く（「離婚」9.7%）、結婚

































































































第 4章 低所得高齢者の生活史調査からみる不安定就労と居住の不安定性 
 



























ースが大半である。小学校卒業者 1 人を除いては、中途退学者が 3 人、未就学者が 6 人で
ある。このような低学歴の状況は、就業機会を狭めることになった。 
 














                                                   
8 高齢者生活実態調査地域は、2つの大都市（ソウル市と仁川市）に所在する社会福祉機関のうち、一般






































第 6節 まとめ 
・本章では、韓国における社会経済構造の激しい変動が、低所得層高齢者の生活周期と連
動し、彼（彼女）らの就労不安定と居住不安定の状況を継続させ、現在に至るまでも生活
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